
①本人が市民税非課税者（第１～第４段階）は、国の基準を参酌しながらも、全体
の保険料額や段階間のバランスを考慮して設定。

②本人が市民税課税者（第６～第９段階）は、国が定める保険料率、基準所得金
額とする。

③第６期と同様に保険料段階の弾力化（多段階設定）を行い、第10段階（料率1.9）
を設定する。

1 と ２の見直しを踏まえると

※第１～３段階の保険料率は、公費による軽減後の率
※（　）の金額は、国の見直し額

※国が示す９段階にした場合は、基準月額保険料は９３円上昇

【第７期計画における本市の保険料段階】

第８期介護保険事業計画における保険料について①
令和 ３年 ２月 １６日

健康福祉部介護保険課作成資料 ２

２． 給与所得控除及び公的年金等控除を１０万円引き下げる平成３０年

度税制改正の影響を遮断するため、保険料の算定方法を見直し

（介護保険法施行令附則第２３条：令和２年１２月２４日改正）

合計所得金額に給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれている

場合には、給与所得の金額又は公的年金等所得の合計額から１０万円

を控除し、保険料段階の上昇を遮断する。（※この見直しが行われな

いと、保険料段階が１つ上に上昇する方が出てくる。）

第１段階
（基準額×0.35）

生活保護受給者。世帯全員が市民税非課税で本人の課税年金収入
額と合計所得金額の合計が８０万円以下の人

第２段階
（基準額×0.45）

世帯全員が市民税非課税で本人の課税年金収入額と合計所得金額
の合計が８０万円を超え１２０万円以下の人

第３段階
（基準額×0.70）

世帯全員が市民税非課税で本人の課税年金収入額と合計所得金額
の合計が１２０万円を超える人

第４段階
（基準額×0.95）

本人は市民税非課税だが、世帯に市民税課税者がいる、本人の課税
年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の人

第５段階
（基　準　額）

本人は市民税非課税だが、世帯に市民税課税者がいる、本人の課税
年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円を超える人

第６段階
（基準額×1.2）

本人が市民税課税で合計所得金額が１２０万円未満

第７段階
（基準額×1.3）

                                                        　　　　　　（２１０）
本人が市民税課税で合計所得金額が１２０万円以上２００万円未満

第８段階
（基準額×1.5）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（２１０）　　　　（３２０）
本人が市民税課税で合計所得金額が２００万円以上３００万円未満

第９段階
（基準額×1.7）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（３２０）
本人が市民税課税で合計所得金額が３００万円以上４００万円未満

第１０段階
（基準額×1.9）

本人が市民税課税で合計所得金額が４００万円以上

保険料段階 対　　象　　者

１． 基準所得金額の見直し

（介護保険法施行規則第１４０条～１４０条の３：今後改正予定）

・ 第６段階と第７段階を区分する基準所得金額 １２０万円

・ 第７段階と第８段階を区分する基準所得金額 ２１０万円

・ 第８段階と第９段階を区分する基準所得金額 ３２０万円

【保険料段階設定の考え方】

①保険料段階、保険料率については、第７期計画の考え方を踏襲する。

②基準所得金額についても、第７期計画の考え方、国の見直しによる保険料の

影響が小さいこと（見直しによる基準月額保険料の上昇は14円）などから、今回

の国の引き上げと同様の引き上げを行う。

◆被保険者数はＲ２．４．１現在ベース

被保険者数 構成比 被保険者数 構成比

4,976 13.9% 4,976 13.9%

3,180 8.8% 3,180 8.8%

3,092 8.6% 3,092 8.6%

4,661 13.0% 4,661 13.0%

7,027 19.6% 7,027 19.6%

6,358 17.7% 6,358 17.7%

3,793 10.6% 4,015 11.2%

1,451 4.0% 1,370 3.8%

557 1.5% 416 1.1%

817 2.3% 817 2.3%

35,912 35,912

0 222人

0 141人９段階から８段階へ段階ダウン

第10段階（基準額×1.90）

第４段階（基準額×0.95）

第５段階（基  　準  　額）

第６段階（基準額×1.20）

第１段階（基準額×0.35）

第２段階（基準額×0.45）

第９段階（基準額×1.70）

８段階から７段階へ段階ダウン

第７段階（基準額×1.30）

第８段階（基準額×1.50）

国の見直し反映前 国の見直し反映後
保険料段階

（単位：人）

第３段階（基準額×0.70）

【国の見直し】
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◆令和３～５年度の合計　38,718,794千円（①）

給付費総合計

102.5% 105.7% 101.5% 101.8%

審査支払手数料

高額介護サービス
高額医療合算介護サービス

特定入所者介護サービス

□その他（合計）

11,463,288

431,170 455,012 412,147
235,614 248,561 261,199
30,825 29,878 32,274
12,077 11,672 12,590

11,728,039
対前年比 － 102.3%

第８期介護保険事業計画における保険料について②

11,267

種　　別
◆介護サービス（合計）

居宅サービス

居宅介護支援
施設サービス
地域密着サービス

■介護予防サービス（合計）

介護予防支援
地域密着サービス
居宅サービス

264,630
32,930
13,041

【増減の要因】

182,826

21,751
676,040
417,387
219,509
27,877

令和元年度 令和２年度（見込）

4,950,635
2,183,975 2,201,222 2,551,356
3,417,416 3,579,981 3,671,625

608,132 604,210 625,489

128,582
29,900

631,982

平成３０年度

10,635,604
4,546,787
2,152,287
3,333,600

602,930
151,644
97,878
32,015

令和３年度

10,859,963

158,390 174,827
108,257 120,869
27,834 29,794

11,095,908 11,799,105
4,650,440 4,710,495

30,780
24,467 25,32422,299 24,164 24,344

709,686 745,123 718,210
420,510

12,015,858 12,700,141

714,160
407,394
261,505
32,541
12,720

令和４年度 令和５年度

11,988,124 12,194,107
5,000,335 5,094,784
2,598,960 2,647,913
3,756,847 3,809,564

641,846
191,169 199,982
136,354 143,878
30,348

－

（単位：千円）

12,893,453 13,125,200

令和７年度

12,231,300
5,108,200
2,669,592
3,809,564

643,944
200,085
143,981
30,780
25,324

757,027
444,943
265,356
33,020
13,708

◆認定者数の増
◆第７期計画で実施した施設整備（認知症対応型共同生活
介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護など）
に伴う給付費の増（令和３年度：令和２年度見込額と比較し、
約＋330,000千円）
◆介護報酬改定３か年平均0.67％による増（改定内容：感染
症対策の強化、認知症への対応力の向上、看取りへの対応
の充実などへの報酬増：３か年影響額－約220,000千円）
■訪問看護、通所リハビリの直近の増傾向を踏まえた増（令
和３年度：令和２年度見込額と比較し、約＋6,000千円）
□低所得者を対象とした、特定入所者介護サービス費（施設
サービス等の食費・居住費の限度額を超える分は介護保険
から給付）の見直し（世帯全員が市町村民税非課税かつ本
人年金収入等120万円超の方の本人負担等が増）により減
（令和３年度：令和２年度見込額と比較し、約▲43,000千円）

※９月の試算（３か年給付費）より約８億５千万円増（介護報
酬改定、直近の給付費実績見込み等に伴う増）

13,188,412

731,111

令和 ３年 ２月 １６日

健康福祉部介護保険課作成

１．高齢者数の推移 ２．要介護認定者数・認定率の推移

３．給付費見込額

資料２

35,947 36,027 35,949 35,902 35,572

30,425

18,880 18,638 18,830 19,306
20,292

18,744

35.7% 36.3% 36.8%
37.3%

38.2%

43.9%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和７年 令和２２年

高齢者人口【人】 後期高齢者人口【人】 高齢化率【％】

平成３０年から令和２年の各年３月末現在の住民基本台帳人口を基礎として、各歳別人口の変化率を計算し、令和２年３月末現在の各歳別人口に

その変化率を乗じて算出した市独自集計です。（コーホート変化率法）

7,149

7,240

7,299

7,386
7,406

7,250

19.3% 19.7% 19.9% 20.3%
20.6%

23.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

7,000

7,100

7,200

7,300

7,400

7,500

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度

（２０２５年）

令和22年度

（２０４０年）

要介護認定者数・認定率推計
認定者数【人】（全体） 認定率【％】（1号）

２／３



◆令和３～５年度の合計　1,382,905千円（②）

※介護保険準備基金を取り崩す前の基準月額保険料は６，７１９円

※現時点の試算では令和７年度の基準月額保険料は７，２３５円

残りの基金（約５億円）は、以下のとおり活用予定
◆第８期中の見込みを超える給付費の伸びの備え
◆第９期保険料の上昇抑制の備え

（単位：円）

尾花沢市 ５，４６０円 ４，６２２円 ８３８円
南陽市 ６，４００円 ５，４００円 １，０００円

天童市 ５，７００円 ５，４００円 ３００円
東根市 ５，９００円 ４，９００円 １，０００円

村山市 ５，３００円 ４，６００円 ７００円
長井市 ５，９８０円 ５，６４０円 ３４０円

寒河江市 ５，９８０円 ５，６２０円 ３６０円
上山市 ６，０８０円 ５，４２０円 ６６０円

酒田市 ６，４８０円 ６，１００円 ３８０円

新庄市 ６，２００円 ５，９００円 ３００円

米沢市 ５，７５０円 ５，７５０円 ０円
鶴岡市 ６，５８０円 ６，２４２円 ３３８円

第７期 第６期 増加額

山形市 ５，７００円 ５，４００円 ３００円

全国平均 ４，９７２円 ５，５１４円 ５，８６９円 －

県からの
借　入

有 無 無 －
増加率 119.2% 117.3% 106.2% 98.5%
増加額 ８３８円 ９００円 ３８０円 ▲１００円

基準月額 ５，２００円 ６，１００円 ６，４８０円 ６，３８０円
年度 Ｈ２４～２６ Ｈ２７～２９ Ｈ３０～Ｒ２ Ｒ３～５

第５期 第６期 第７期 第８期
全国平均 ２，９１１円 ３，２９３円 ４，０９０円 ４，１６０円

基準月額 ２，５００円 ３，５６０円 ４，３２０円 ４，３６２円

第４期
年度 Ｈ１２～１４ Ｈ１５～１７ Ｈ１８～２０ Ｈ２１～２３456,430

第８期介護保険事業計画における保険料について③

令和２年度（当初予算） 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

456,580 459,764 466,561 481,281

（単位：千円）

第１期 第２期 第３期

12,700,140,887 12,893,452,588 13,125,199,802

増加率 － 142.4% 121.3% 101.0%
増加額 － １，０６０円 ７６０円 ４２円

県からの
借　入

有 有 無 有

0
434,000,000

第１号被保険者負担分相当額 
（Ａ＋Ｂ）×２３％
調整交付金相当額　（Ａ+Ｂ１）×５％
調整交付金見込額　(Ａ＋Ｂ１）×e

令和３年度 令和４年度 令和５年度

236,860,220 239,946,961 246,497,991
219,702,000 219,799,000 220,045,000

標準給付見込額
地域支援事業費（介護予防・総合事業）

地域支援事業費（包括的支援・任意事業）

A
B1
B2

6.75% 6.50% 6.33%

3,026,041,715 3,126,100,8423,071,235,666

646,850,055 656,669,977 668,584,890
873,248,000 853,671,000 846,428,000

6,380円

24,118,000 24,367,000 24,983,000

98.8%

76,556円

8,155,170,146

107,820人

35,478,000 35,478,000 35,478,000

E
ｅ
Ｆ
Ｇ
Ｈ

C

D

Ｊ

Ｋ

Ｉ

保険料（基準月額）　Ｍ÷12月

 Ｃ＋Ｄ－Ｅ＋Ｆ－Ｇ＋Ｈ－Ｉ
予定保険料収納率
所得段階別加入割合
補正後被保険者数（３か年）
保険料（基準年額）　Ｊ÷Ｋ÷Ｌ

　　調整交付金見込交付割合
財政安定化基金償還金

Ｎ

Ｌ

Ｍ

介護保険準備基金取崩額
市町村特別給付費

保険料収納必要額
保険者機能強化推進交付金等見込額

令和 ３年 ２月 １６日

健康福祉部介護保険課作成

５．保険料基準額（案）

４．地域支援事業費見込額

資料２

６．介護保険料の推移

７．第７期における県内１３市の保険料（月額）

３／３


